
① 最近のトピック（各省報道発表資料等）
② 前回参加いただいた皆さんのご感想
③ 事前にいただいた問題意識等共有
④ 2024年問題の背景、物流への影響、政府・国会の動き
⑤ 荷主対策の深度化(働きかけ、トラックＧメン等）
⑥ トラックＧメンの積極的対応(近畿運輸局からの活動報告)
⑦ 標準的な運賃・標準貨物自動車運送約款について
⑧ 原価計算・運賃交渉について
⑨ 参考資料紹介
・ 2024年問題への対策（政策まとめ、国会質疑等）
・ 働きかけ・要請の実施事例
・ 物流効率化に向けた取組み事例紹介
・ 物流・トラックに関する分析データ(自動物流道路に関する検討会資料)



トラックGメンの積極的対応
○全国162名体制のトラックGメンが、各運輸局・各運輸支局独自の取組も含め

積極的に活動しています！！

トラック事業者に対する
電話調査や訪問調査

荷主企業・トラック事業者
に対する説明会の開催

トラックドライバーへの
ヒアリング

荷主等へのパトロール
（荷待ち状況の現地確認等）

消費者へのアプローチ
（街頭キャンペーン等）

提供：全日本トラック協会

国土交通省近畿運輸局
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荷主等パトロールの概要

パトロールの概要

• 長時間の荷待ち等の情報があった物流施設だけではなく、周辺の物流施設も
含め現場の状況確認を実施

• 可能な限り物流施設に立ち寄り、荷主等向けのチラシ（「トラックGメンが
パトロール中です）等を配布し、トラックGメン制度等を周知

• 物流施設周辺で待機しているトラックを確認した場合は、状況を記録し情報
収集に活用

パトロールの状況

令和5年11月～令和6年5月16日までの訪問数（近畿運輸局管内）388か所

説明内容

これまで立ち寄ったパトロール先（大阪の例）

大阪南港、枚方市・摂津市・東大阪市の企業団地など物流関係施設が多く存する場所

●物流の2024年問題 ●違反原因行為 ●トラックGメン制度 ●働きかけ等制度
●物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン
●標準的な運賃 ●オンライン説明会 等

パトロールで頂いた意見等については、説明会等の場で紹介し国土交通省の立場や議論の状況等につ
いて説明（例：大阪運輸支局のオンライン説明会）

提供：中国運輸局

国土交通省近畿運輸局
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パトロール時の配布資料 国土交通省近畿運輸局

以下のチラシ等を担当者に手交
①荷主用説明チラシ
②元請（トラック事業者）向けチラシ、
③荷主事業者・物流事業者の取組ガイドライン 等

①荷主用説明チラシ ②元請（トラック事業者）向けチラシ ③荷主事業者・物流事業者の取組ガイドライン
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荷主用説明チラシ
（裏）（表）

国土交通省近畿運輸局
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トラック事業者向けチラシ
（表） （裏）

大阪運輸支局ホームページからダウンロードできます（https://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/osaka/）

国土交通省近畿運輸局

55



具体的な説明内容など 国土交通省近畿運輸局

物流の2024年問題について

• 令和6年4月から時間外労働の960時間上限規制等がトラックドライバーへ適用され、「モノが運
べなくなる」可能性が懸念されている。

• 長期的な問題として、トラックドライバーの労働環境を改善しないと将来のなり手がいなくなる
恐れがある。このままだとドライバー不足になり、トラックがあっても運べない状況になる。

トラックGメンについて

• 長時間の荷待ち、契約にない附帯作業等の違反原因行為について、トラックGメンが積極的に情報
収集している。

• 関係省庁と連携して、悪質な荷主・元請事業者に対し、貨物自動車運送事業法に基づく「働きか
け」や「要請」等を実施している。

荷主事業者・物流事業者の取組ガイドラインの周知

トラック事業者等から特に話題に挙がる項目などを中心に周知
• 荷待ち時間・荷役作業等に係る時間の把握
• 荷待ち・荷役作業等時間2時間以内ルール
• 運賃と料金の別建て契約 等

その他情報提供など

• 標準的な運賃、標準運送約款の改正
• 法改正の情報提供
• 労務費指針の紹介
• オンライン説明会の案内 等

提供：中国運輸局 56



パトロールで頂いたお声
（トラック事業者）
• 積込み、取卸し、附帯作業についてトラックドライバーがサービスでして当たり前という商慣行になっている。運賃と料金の別建てに

ついて運輸局がもっと周知すべき。
• 納品先への配送について、翌日配送と翌々日配送の食品メーカーが混在している。翌々日配送だと運送の計画を立てやすくなるので、

着荷主の理解を得て、翌々日配送の食品メーカーが増えて欲しい。
• 国土交通省が発出した異常気象時の措置の目安について、荷主企業にも周知して欲しい。

（発荷主（卸売りなど））
• 入出庫依頼にない下請けのトラックが来所することで、受付照合待ちの時間が発生し、結果として待機時間が発生する場合がある（発

荷主企業）。
• 半年ほど前からトラック入荷受付予約システムを導入。導入後、一定以上の待機時間が発生した場合は、卸売り業者、倉庫作業を担当

する業者、運送事業者で原因を確認し対策している。システムが効果的に機能するよう連携して取り組んでいる（中間流通業者（卸売
り））

• 配送の集約化を進めている。通常１日２回配送を行っているが、物量が少ない時期や雪が積もりやすい地域での配送を１日１回にして
いる。着荷主の協力が必要であるので、全体で一丸となって取り組んでいきたい（発荷主企業）。

（物流事業者、倉庫業者）
• 物流施設での荷待ち時間の改善のためには、受発注時間の前倒しとそのルールの徹底が必要ではないか。ただ、緊急の納品への対応等

のサービスレベルが落ちることにはなるので、着荷主の理解や、その先にいる消費者の理解が得られるかが鍵になると思う（物流事業
者）。

• 予約システム導入のみだけでなく、システムのデータを利用することで荷待ち時間の発生割合等を分析し問題解決に繋げている。自社
に関するデータ分析は、2024年問題の解決には必須ではないか（物流事業者）。

• 営業倉庫で入荷量が季節的な要因により増加することがあり、入荷受付時間にトラックが集中しトラックの待機時間が長くなることが
ある。長時間の待機について、入構から出構までの待機時間の記録を取り課題ととらえている。事前に入荷情報を把握するためバース
予約システムといったシステムの導入を検討中（倉庫業者）。

（物流事業者、トラック事業者双方）
• 外装ダメージ品の確認のため待機時間が発生する場合がある。全日本トラック協会の出している梱包のリーフレットが分かりやすい。

また、荷物の種類によっては、外装ダメージ品の条件緩和の議論があっても良いのではないか。
（参考）

公益社団法人全日本トラック協会「「貨物事故削減啓発リーフレット」について」
https://jta.or.jp/member/hikkoshi_member/gaisou_onegai2018.html （2023/12/20確認）

国土交通省近畿運輸局
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国土交通省近畿運輸局

【物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン】（抄）
１．発荷主事業者・着荷主事業者に共通する取組事項
（1）実施が必要な事項
⑦運賃と料金の別建て契約

運送契約を締結する場合には、運送の対価である「運賃」と運送以外の役務等の対価である「料金」を別建てで契約することを原則としなければならない。

4.物流事業者の取組事項
（1)実施が必要な事項
④運賃と料金の別建て契約

運送契約を締結する場合には、運送の対価である「運賃」と運送以外の役務等の対価である「料金」を別建てで契約することを原則としなければならない。

• 通達により運賃及び料金を定義づけし、標準運送約款の改正により運賃及び料金の区別を明確化し
ており、貨物自動車運送事業者は運賃と料金を別建てで収受することとなっている。

運賃と料金の別建て収受
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国土交通省近畿運輸局運送に係る附帯業務の提供
トラック運送業において問題となる具体的行為類型

• 運送委託者は、運送受託者の運転手等に依頼し、契約で定められていない業務（発荷主・着荷主の倉庫内荷役、
ピッキング、仕分け、清掃、検査・検収、ラベル貼り等）について、無償で実施させること（契約外の無償によ
る附帯業務）

• 運送受託者に対し、当該運送受託者に委託した取引とは関係のない貨物の積み下ろし作業をさせること

○ 物流特殊指定の留意点
物流特殊指定の適用対象となる取引を行う場合、特定荷主が、金銭、役務その他の経済上の利益を提供させることにより、特定物流事業者の利

益を不当に害することは、物流特殊指定第1項第6号に該当し、独占禁止法に違反するおそれがある。

○ 下請法の留意点
無償の労務提供を強要する行為は、下請法等の適用対象となる取引を行う場合、下請法第４条第２項第３号の「不当な経済上の利益の提供要

請」に該当し、下請法に違反するおそれがある。

○ 貨物自動車運送事業法の留意点
運送契約において、契約に定められていない役務を無償で要求することは、運転手の拘束時間の長時間化を招き、過労運転の原因となり、安全

運行を阻害する行為になる。この結果、輸送の安全の確保を阻害す ることとなる場合には、貨物自動車運送事業法第22条の2に違反する おそれ
がある。また、法附則第1条の2第2項に基づく荷主等への働きかけの対象となりうることや、最終的には「荷主への勧告」を行うこともあり得る。

求められる取引慣行
○ 運送委託者と運送受託者との取引

運送委託者が運送受託者に対し、附帯業務を依頼する場合は、運送受託者の直接的利益となることを明らかにした上で、十分な協議
を行ったパートナーシップを結び、運送行為に伴う附帯業務の役割分担と費用負担に関し、あらかじめ明確に取り決めておくことが
求められる。

○ 運送委託者、運送受託者双方が附帯サービスは無償であるという意識を変えていくことが求められる。
○ 現場において運送委託者等から契約外作業の要請があった際には、運送受託者の担当者は管理職に報告し、双方の管理職同士で合意

した上で当該要請について対応することが求められる。
○ 契約にあたっては、作業の範囲、役割分担、費用分担等を明確にし、双方が契約内容を確認した上で書面にて行うことが求められる。
○ 運送委託者、運送受託者の双方は、定期的な会議を設ける等、実態及びそれに係る問題意識を共有し、双方で改善策を検討、実施す
ることが求められる。

国土交通省「トラック運送業における下請・荷主適正取引推進ガイドライン（令和4年12月26日改訂）」：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000004.html

関連法規の留意点
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台風等による異常気象時下における輸送の目安

国土交通省HP：https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000210.html

【物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン】（抄）
１．発荷主事業者・着荷主事業者に共通する取組事項
（1）実施が必要な事項
⑩異常気象時等の運行の中止・中断等

台風、豪雨、豪雪等の異常気象が発生した際やその発生が見込まれる際には、無理な運送依頼を行わない。また、運転者等の安全を確保するため、
運行の中止・中断等が必要と物流事業者が判断した場合は、その判断を尊重する。

国土交通省近畿運輸局
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オンライン説明会の実施（大阪運輸支局）
国土交通省近畿運輸局

• 大阪運輸支局では、令和5年12月から令和6年4月まで毎月1回、荷主企業・元請事業者・トラック事業者の皆様向
けに、トラックGメンの業務や、活動状況、最近のトピック等について、オンラインで説明会を実施

• 今後は、不定期開催として、皆様のご関心の深いトピック等について紹介・説明を行う予定

・第1回 R5.12.22(金)10時～10時30分
＜説明内容＞・・・トラックGメン制度、集中監視月間（令和5年11月・12月）等

・第2回 R6.1.30 (火) 10時～11時45分
＜説明内容＞・・・トラックGメン制度、荷主等パトロール、大阪労働局の各種支援窓口、制度 等

・第3回 R6.2.26 (月) 10時～11時30分、14時～15時30分
＜説明内容＞・・・トラックGメン制度、荷主等パトロール、法改正の動き 等

・第4回 R6.3.27 (水) 10時～11時30分、15時～16時30分
＜説明内容＞・・・トラックGメン制度、荷主等パトロール、標準運賃・約款改正、監査等事業適正化 等

・第5回 R6.4.30 (火) 10時～11時30分、15時～16時30分
＜説明内容＞・・・トラックGメン制度、荷主等パトロール、パレット標準化推進分科会 等

（説明資料抜粋）

※大阪労働局から「働き方改革の推進に
向けた支援策について」講演（第2回）

説明の内容（概要）

今後の開催状況等については、近畿運輸局HPのほか、近
畿運輸局公式Xでもお知らせする予定です。
良ければ、近畿運輸局公式Xのフォローをお願いします！

近畿運輸局公式X

こちらをクリック
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（参考）消費者に向けたアプローチ

出典：第17回トラック輸送における取引環境・労働時間改善大阪府地方協議会「資料6 大阪運輸支局の取組について」

国土交通省近畿運輸局
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（参考）消費者に向けたアプローチ

出典：第17回トラック輸送における取引環境・労働時間改善大阪府地方協議会「資料6 大阪運輸支局の取組について」

国土交通省近畿運輸局
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